
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。

　平成２８年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は、歳入総額２００億７，６７５万８千円、歳出総額１９４億８，１０７万１千円で、翌年度への繰越財源８，９９２万７千
円を除いた実質収支額は、５億５７６万円となりました。
　特別会計は８会計合計で、歳入総額１１４億１，８５１万６千円、歳出総額１１２億７，１５１万４千円となりました。国民健康保険
特別会計では、財政調整基金を取り崩すことなく６，０８８万５千円の黒字となりました。
　企業会計については、水道事業において、大木浄水場の建設工事が完了し、市内全域に高度な浄水処理を行った水道水の供給ができる
ようになりました。また、簡易水道事業を水道事業に統合し、市民生活や経済活動の基盤となる、安全で安定した水道水の供給と健全運
営に努めた結果、１，６３８万１千円の黒字となりました。下水道事業は、長期的な視点を持った事業の効率化や経費の節減を目指し、
施設の計画的な修繕や更新、処理区の統廃合を推進していますが、人口減少等の社会情勢変化等により、使用料収入だけでは賄えず、一
般会計からの補塡を行う中で、２４万円の黒字となりました。病院事業は、医療サービス向上のため、７対１看護体制を維持するととも
に、地域包括ケア病棟を開設し、在宅復帰に向けた医療や支援を行いました。また、新たな経営基本計画を策定し、経営改善に取り組ん
だ結果、５７３万５千円の黒字となりました。
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***平成28年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）
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　市税は、市民税が３，７７０万６千円増加（前年度と比べ１．９％増）したものの、固定資産税が１億２，４５１万２千円減少
（前年度と比べ５．４％減）となったことなどから、市税全体として８，２１２万７千円の減収（前年度と比べ１．７％減）となり
ました。
　地方消費税交付金は、１億１，１６８万４千円、地方交付税は、６，１２９万２千円、それぞれ減少しました。県支出金について
は、認定こども園施設整備に係る交付金等により、７億６，７３０万円増加しました。
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）
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　民生費は、認定こども園施設整備等により、１４億５，０１３万１千円増加しました。衛生費は、太陽光発電所整備工事の完了
等により、６億７，５８７万１千円減少、土木費は、茜が丘複合施設周辺道路改良工事の完了等により、３億１，３９１万３千円
減少、教育費は、小中学校のトイレ洋式化工事の完了等により、７億５，３８５万５千円減少しました。
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）
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　人件費は４，０８９万７千円減少、補助費等は下水道事業会計への負担金の一部を出資金に組み替えたことなどにより、
８億５，０２３万４千円減少しました。普通建設事業費は、認定こども園施設整備事業等により、３億１，１６４万５千円増加し
ました。積立金については、公共施設整備基金積立額の減少により、２億５，５６０万５千円減少しました。
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)

財政力指数 0.480.47

区　　　分 平成28年度 平成27年度
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財 政 力 指 数

※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
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※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は８９．５％で、前年度より
０．８ポイント悪化しました。実質公債費比率については、０．６ポ
イント悪化しました。
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※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

9,888,824

下水道事業 21,703,967
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0
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　借入金である市債の一般会計の平成２８年度末現在高は、５億６，８８７万７千円増加（前年度と比べ３．０％増）しましたが、企
業会計を含めた市全体では１１億２，０１３万９千円減少（前年度と比べ２．１％減）しました。一般会計の市債現在高が増加した主
な要因は、臨時財政対策債（６億５，８０６万６千円）の発行です。

19,059,901

2,446,866

169,300

企業会計

一般会計

区　　　　　分

419,000

0

16,789,020
17,784,272

18,507,587 19,059,901
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25,444,868
24,242,330

22,942,512
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810,182 745,205 677,157 605,891 495,158
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一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

単位：千円

主財源に当たります。

※臨時財政対策債とは、国から地方自治体に交付
される地方交付税の原資が足りないため、不足
分の一部を地方自治体が借り入れし、財源を確
保することです。返済時には地方交付税として
全額措置されます。
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○　基金の状況

（単位：千円）

7,821

70,334 225

11,735

3,099

0

1,369,788

財 政 調 整 基 金

区　　　　　　分

113,954 6,138

2,160,901

35,247

0

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

4,000

10,645,281

83,219 489,457

111,771

1,372,007

85,532

112,719 1,189

55,233

合　　　　　計 10,133,975

414,041そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 116,092

113,908

04,958,639

61,307

508,787

現在高

48,676

0

508,7873,099

3,697 44,993

平成28年度中増減額
積　立　額

341,665329,930

9,710 86,844

平成27年度末

2,231,010

5,254,986
取り崩し額

296,347

14

現在高
平成28年度末

  貯金である基金の平成２８年度末残高は、１０６億４，５２８万１千円で、前年度に比べ５億１，１３０万６千円増加しました。
　財政調整基金は２億９，６３４万７千円増加しました。環境基金については、太陽光発電所売電収入により３，５２４万７千円積立
てるとともに、家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業など環境保全に関する事業へ充当するため９７１万円取り崩しました。

623,077

158,635

30,299公 営 墓 地 基 金

地 域 振 興 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

10,040

減 債 基 金

3,766,674
4,172,212

4,600,099
4,958,639

5,254,986

180,144 146,349 102,554 48,676 44,993

1,082,024 1,771,303 1,774,374
2,160,901

2,231,0102,648,216

2,761,203 2,803,424 2,965,759 3,114,292

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金

単位：千円
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